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証券コード　3807
平成27年３月11日

株 主 各 位
（ 本 店 所 在 地 ）

大阪府岸和田市荒木町二丁目18番15号
（ 東 京 本 社 ）

東 京 都 港 区 南 青 山 五 丁 目 4 番 3 0 号
株 式 会 社 フ ィ ス コ
代表取締役社長 狩 野 　 仁 志

第21回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社の第21回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
当日ご出席願えない場合は、書面で議決権を行使することができますので、後

記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、平成27年３月25日（水曜日）午後６時までに到着するよ
うご返送のお手配をお願い申しあげます。
なお、株主総会終了後、同会場において事業説明会を開催しますので、併せて

ご出席くださいますようご案内申しあげます。
敬　具

記

１．日 時 平成27年３月26日（木曜日）午後１時（午後０時30分開場）
２．場 所 東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号

アイビーホール青学会館　４階「クリノン」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項
報 告 事 項 第21期(自 平成26年１月１日　至 平成26年12月31日)事業報

告、計算書類及び連結計算書類並びに会計監査人及び監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
第５号議案 ストック・オプションとしての新株予約権を発行する件

以　上
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　　当日のご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますようお願い申しあげます。

■　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た場合は、当社ウェブサイト（http://www.fisco.co.jp）に掲載させていただ
きます。

■　連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令
及び当社定款第14条の規定に基づき、当社ウェブサイト
（http://www.fisco.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知及び提供
書面には、記載しておりません。会計監査人、監査役会が監査した連結計算書
類及び計算書類は、本招集ご通知の提供書面に記載の各書類のほか、上記ウェ
ブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表となります。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日 ）

１．企業集団の現況に関する事項

（１）当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による積極的な経済政策や日

銀の金融政策を背景に企業収益や設備投資に持ち直しが見られました。消費

税率引き上げに伴う反動の影響や円安による原材料等の価格上昇等による影

響があったものの、全体的には緩やかな回復基調にて推移いたしました。

　一方で、米国の金融政策の動向や、ロシアや新興国経済の先行きに対して

警戒感が見られるなど依然として世界経済は不透明な状況で推移しました。

　国内株式市場におきましては、日経平均株価終値は前年の年末終値と比較

して1,159円上昇し17,450円77銭で年内の取引を終えました。一方、外国為替

市場におきましても、一時、対米ドルで120円を超えるなど急速な円安傾向が

継続いたしました。

　このような状況のもと、当社グループは、平成26年12月期を初年度とする

「平成26年12月期～平成28年12月期中期経営計画（新規）」を策定し、「金

融情報サービスを提供する日本最大のプラットフォーマー」となることを中

長期目標に据え、企業調査レポート事業の発展による上場会社ネットワーク

の拡大と企業IR支援サービスやPR業務などの子会社商材のクロスセルの強化

を進めてまいりました。金融情報配信事業で培ったブランド力及び迅速かつ

正確な情報の分析力・編集力・配信力を中核とする戦略資産を能動的に各事

業会社へ転用して、周辺事業のポートフォリオの構築及び各事業の成長の基

盤づくりを進めてまいりました。

　情報サービス事業におきましては、６月にアニュアル・レポート等の制作

会社である株式会社ジェネラルソリューションズの株式を取得し連結子会社

といたしました。
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8月には、国内上場企業の投資情報を無料提供するスマートフォンアプリ

『FISCO』の配信を開始いたしました。本アプリは、アナリストの企業分析ノ

ウハウや銘柄選定テクニックが詰まった企業情報や分析機能を、投資家に対

して提供するもので、インターネット上に分散した企業情報をワンストップ

で簡単に収集することが可能になるものです。

　当社は本アプリを無料で提供することにより、投資家層の需要に対応する

とともに、ビッグ・データの活用によって新たな収益源を確保するツールと

して活用してまいります。

また、本アプリの開発・運営は、株式会社ネクスの子会社である株式会社

ネクス・ソリューションズが担っており、同社は、本アプリのホワイトラベ

ル提供によるクラウドサービス事業を同時に開始いたしました。株式会社ネ

クス・ソリューションズでは、様々な開発手法のなかから顧客ニーズや市場

動向に沿った最適なソリューションを選択・採用し、顧客ニーズを高いレベ

ルで実現させることによって、より付加価値の高いサービスを提供してまい

ります。

　今後の事業展開として、本アプリをホワイトラベルとして当社グループ以

外の企業に提供することにより、月々の利用料収入を安定的に見込めるビジ

ネスモデルの構築を進めております。

　また、株式会社ジェネラルソリューションズを存続会社として、株式会社

デイアンドジョインを消滅会社とする吸収合併を12月に実施いたしました。

経営の効率化を図るとともに統合報告書をはじめ、アニュアル・レポート、

CSRレポート、事業報告書、株主通信等の制作実務をワンストップで提供する

ことを目的としております。

また、株式会社ジェネラルソリューションズは業界最大手として上場会社

等の企業IRに大きく貢献するための体制強化の一環として、株式会社フィス

コIRと商号変更いたしました。今後さらに企業IR実務支援のリーディング・

カンパニーとしての役割を果たしてまいります。

　デバイス事業におきましては、更なる成長戦略の一環として、1月に株式会

社SJIが営む中部事業部、関西事業部及び九州事業部におけるシステム開発事

業に関して有する権利義務を、株式会社ネクス・ソリューションズが会社分

割により承継しました。
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また、株式会社ネクスは今後のデバイス事業の展開を見据え、M2M関連製品

開発やデバイス事業における一部製品の一括仕入による資金需要に対応する

ために、第三者割当により新株式及び転換社債型新株予約権付社債を発行し、

経営環境の変化に対応できる機動性の高い資金を確保いたしました。

　広告代理業におきましては、企業IR・企業PRという戦略を重視し、IRから

PRまでの一貫したご提案に注力しております。12月には、株式会社ダイヤモ

ンドエージェンシーが大手ビール会社や大手広告代理店をはじめとするクラ

イアント企業のキャンペーン施策の販促物を製作している株式会社シヤンテ

イの株式を取得いたしました。これに伴い、広告の企画・販促物製作から企

業IRまでをワンストップで提案をすることが可能となり、それぞれの顧客へ

のクロスセルの実施によって当社グループの取引先をより増加させ、さらに

高次元の企業IR・PRサービスを提供してまいります。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、8,430百万円（前期比26.2%増）

となり、売上原価は6,299百万円（前期比31.3%増）、販売費及び一般管理費

は1,807百万円（前期比18.1%増）となりました。

　その結果、営業利益は323百万円（前期比8.6%減）となり、経常利益は903

百万円（前期比55.7%増）と大幅に増加いたしました。

　株式会社ネクスが製品の一部を次期に納品することになったこと等の影響

を受け、営業利益、経常利益は平成26年２月28日に公表しました計画値と比

して未達となりましたが、当期純利益につきましては、おおむね計画を達成

することができました。

　営業利益は株式会社ネクスの一部製品の仕入原価が為替変動によって高騰

した影響を受けて減少したものの、円安対策の一環として行っていたヘッジ

手段である外国為替証拠金取引のポジション解除に伴う為替差益634百万円

を営業外収益に計上したことによって、経常利益は大幅増益となりました。

なお、来期以降は、ヘッジ手段として為替予約等を採用してリスクヘッジを

行う予定にしております。

　当期純利益は、特別損失22百万円を計上した一方で、特別利益200百万円を

計上したことにより730百万円（前期比30.8%増）と前期実績を大幅に上回る

増益となりました。
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　当連結会計年度におけるセグメントごとの業績は、以下のとおりでありま

す。

〈情報サービス事業〉

　イ. 個人向情報

　個人投資家向サービスは、ECサイト「クラブフィスコ」による投資情報コ

ンテンツ（「マーケット展望」、「IPOナビ」、「FX デイリー＆ウィークリ

ーストラテジー」、「フィスコ日本株分析」、「フィスコ マーケット マス

ターズ」等）の販売、株価自動予測サービス「LaQoo+（ラクープラス）」に

よる投資助言事業を展開しております。

　当連結会計年度におきましては、NISAの初年度ということもあり、個人投

資家の投資意欲が継続したことに加えて、大型上場が相次ぐなどIPOラッシュ

となり株式市場は活況を呈したものの、当社への波及効果は限定的で個人投

資家向サービスの売上高は51百万円（前期比6.4%減）となりました。

　ポータルサービスは、「YAHOO!JAPANファイナンス」における当社のページ

ビュー数が好調を継続し、売上高は59百万円（前期比1.6%減）となりました。

　ロ. 法人向情報

　企業IR支援サービス分野におきましては、企業調査レポートサービスが「金

融情報サービスを提供する日本最大のプラットフォーマー」という当社の目

標を達成するうえで重要なポジションを占めていることから、重点的に上場

会社の新規顧客獲得を推し進めました。その結果、同サービスは急激に拡大

し、売上高136百万円（前期比50.2%増）と大幅な増収となりました。

　法人向リアルタイムサービスにおきましては、市場拡大が見込めないこと

もあり、収益率を高めつつ他のサービス分野へのリソースシフトを行ってお

り、高い利益率は維持しつつも法人向リアルタイムサービスの売上高は201百

万円（前期比12.2%減）となりました。

　アウトソーシングサービスにおきましては、一部の金融機関や情報ベンダ

ー等の契約終了の影響を受けた結果、当該サービスの売上高は240百万円（前

期比23.2%減）にとどまりました。
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　なお、アニュアル・レポート等の制作会社である株式会社フィスコIR（12

月に株式会社ジェネラルソリューションズと株式会社デイアンドジョインが

合併し商号変更しております。）の売上高（合併前の両社の単独実績を加え

ております。）は749百万円となりました。株式会社フィスコIRは、当連結会

計年度において合併したため、前期比は記載しておりません。

　これらの結果、情報サービス事業の売上高は1,474百万円（前期比73.2%増）

となり、セグメント利益は353百万円（前期比57.7%増）となりました。

〈デバイス事業〉

　デバイス事業におきましては、クアッドバンドLTEに対応したUSB型データ

通信端末の販売を開始し、同製品はM2M分野の中核商品としてゲーム機器やモ

バイルコンピューティングなど様々な用途に使われております。ハンディ型

の業務用IP無線機のハードウェアを設計及び提供・開始し、アプリケーショ

ンを複数搭載できる高いパフォーマンスを有した通信機器の開発を手がけま

した。本製品はタッチパネルに対応した見やすく大きなディスプレイと、防

水・防じん性能を備えており、工事業、運送業、警備業、その他の過酷な現

場環境での使用を想定した機種になります。

　なお、既存製品のうち、長期間の導入実績のある１機種において価格低下

の要求もあったことから為替変動のリスク等を鑑みて販売を取りやめました。

また当連結会計年度に販売を開始した新製品と受託開発製品において、顧客

からの要望による仕様変更等によって販売開始タイミングが遅れたため、売

上の一部が次期にずれ込みました。

　株式会社ネクス・ソリューションズにつきましては、グループ間のシナジ

ーを活かした具体的な取り組みとして、７月にオートバイ向けの通信機能付

きデータロガーの開発を開始しました。通信モジュールに関しては株式会社

ネクス、様々なデータを収集し解析を行うトラッキングアプリに関しては株

式会社ネクス・ソリューションズが開発を行い、試作機の試験導入及び継続

した開発のため「Team WINNER Z-TECH & NCXX Group」を結成し、鈴鹿８時間

耐久ロードレースに参戦しました。レースでは気温は35度を超え、路面温度

も60度を超えるなか、急な豪雨に見舞われるといった特殊な環境下での試験

機運用となりましたが、故障や通信が途切れることもなく、チームの完走と

ともに、データロガーも最後まで安定した結果を出すことができました。
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　今後も、試作機をもとに様々な利用シーンに合わせて製品としてのスペッ

クを変更することと、利用シーンに応じたアプリケーションの提供を行い、

ユーザビリティーを高めることで、法人向けや一般のバイク愛好家、アマチ

ュアライダーに向けての製品提供を目指し、引き続き開発を進めております。

　また、M2M分野のドメイン拡大の領域のひとつとして、これからの成長が期

待される介護業界及びロボット業界に参入すべく、４月にロボット関連製品

のメーカーであるヴイストン株式会社と介護ロボットの共同開発を開始しま

した。医療法人や社会福祉法人及び地方自治体など試験機の導入先も決まり、

製品化に向けた準備を進めております。

　以上の結果、デバイス事業は、新製品２機種の売上が好調に推移し、カー

ナビやタクシー無線用などの車載向け製品等を含めたM2M分野全体の売上は

2,545百万円となりました。当連結会計年度において、吸収分割により株式会

社SJIからシステム事業の一部を承継した株式会社ネクス・ソリューションズ

の売上は1,707百万円となりました。

　デバイス事業の売上高は4,583百万円（前期比45.5%増）、セグメント利益

は75百万円（前期比70.7%減）となりました。セグメント利益の減少は、為替

の影響を受けた売上原価の高騰による売上総利益の低下に加えて、のれんの

償却が主たる要因です。

〈インターネット旅行事業〉

　インターネット旅行事業におきましては、トラベルコンシェルジュが中心

となり企画した「こだわる人の旅」で、毎月新しい「こだわりの旅」を発表

しております。９月には「イタリアの田舎を満喫体験『アグリツーリズモ』」、

10月には「冬だけの幻想的なヨーロッパ『クリスマスマーケット』」、11月

には「たからものが集まる『フランス蚤の市』」をリリースいたしました。

同事業の売上高は、イタリア、スペイン、フランス方面のハネムーンを中心

とした海外旅行事業売上が1,633百万円、国内旅行事業が125百万円となり

1,759百万円（前期比1.9%減）となりました。エボラ出血熱や急激な円安の進

行により一時的に海外旅行を見合わせる傾向があったものの、次期は燃油サ

ーチャージの低下により旅行需要が回復するものと期待しております。セグ

メント利益は、継続した経費削減策が功を奏し37百万円（前期比122.8%増）

と倍増となりました。
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〈広告代理業〉

　広告代理業におきましては、前期から引き続き、新たなプラットフォーム

を開発すべく新商材への取り組みとグループ顧客へのクロスセルに取り組む

とともに、既存顧客へのサービス強化を行ってまいりました。また動画等映

像系のコンテンツやメディアに対する需要も顕在化してきたため、得意とす

るVI（ビジュアルアイデンティティ）視点を取り入れ対応しております。地

方の広告関連会社と連携した広告無料見積サイト事業においてもパートナー

は42社に及び、地方企業や行政へサービス範囲を拡大しております。

　同事業の売上高は484百万円（前期比40.8%減）と減少いたしました。これ

は大手顧客の契約満了による影響が大きく、販売管理費を圧縮して営業利益

率の高い案件に集中したものの、売上高の減少を補うことはできず、営業利

益は47百万円（前期比47.1%減）となりました。

　なお、12月に株式会社ダイヤモンドエージェンシーが販売促進物やノベル

ティの制作会社である株式会社シヤンテイの株式を取得したことにより、広

告・宣伝の企画から販売促進物の制作まで一貫して提供できる体制が整った

ことから、次期はセールスプロモーション分野の専門性を高めていく施策を

実施し業容の拡大を図ってまいります。

〈コンサルティング事業〉

　コンサルティング事業におきましては、株式会社バーサタイルが主に当社

グループ内の業務効率化のためのコンサルティング業務を実施いたしました。

海外におきましては、FISCO International Limitedが国内企業の海外子会社

のコンサルティング業務を行った結果、同事業の売上高は129百万円（前期比

91.7%増）となり、セグメント利益は78百万円（前期比114.5%増）となりまし

た。

② 設備投資等の状況

重要なものはありません。
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③ 資金調達の状況

  当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、株式会社ネクスの

第三者割当増資等や金融機関からの借入等により総額3,235百万円の調達を

行っております。

　主な内訳は、株式会社ネクスの第三者割当による新株式及び転換社債型新

株予約権付社債の発行による調達が902百万円、グループ各社の金融機関か

らの借入が2,133百万円、株式会社ネクスによる私募債発行200百万円による

調達であります。

④ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

イ．平成26年５月に、当社が株式会社ジェネラルソリューションズの株式を

取得したことにより、連結子会社としました。なお、平成26年12月に子会

社の株式会社デイアンドジョインと合併し、株式会社フィスコIRと商号変

更しております。

ロ．平成26年12月に株式会社ダイヤモンドエージェンシーが株式会社シヤ

ンテイの株式を取得したことにより、連結子会社としました。

⑤ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　株式会社ネクスの子会社である株式会社ネクス・ソリューションズは、平

成26年１月31日を効力発生日として、株式会社ＳＪＩを分割会社とする吸収

分割を実施し、株式会社ＳＪＩが営んでいた中部事業部、関西事業部及び九

州事業部におけるシステム開発事業を承継いたしました。
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当連結会計年度の事業の状況



2015/02/26 9:04:15 / 14054849_株式会社フィスコ_招集通知

（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況の推移

当社グループの財産及び損益の状況の推移は下記のとおりです。

区 分
第 18 期

(平成23年12月期)
第 19 期

(平成24年12月期)
第 20 期

(平成25年12月期)

第 21 期
(当連結会計年度)
(平成26年12月期)

売 上 高(千円) 1,125,669 4,041,640 6,681,404 8,430,899

当 期 純 利 益(千円) 139,004 425,020 558,305 730,144

１株当たり当期純利益 (円) 3.94 12.28 16.06 20.55

総 資 産 額(千円) 1,879,941 4,255,908 6,124,049 10,615,386

純 資 産 額(千円) 1,491,664 2,510,950 3,741,042 4,890,033

１株当たり純資産額 (円) 40.43 53.09 70.40 87.82

（注）１．売上高は、消費税等抜きで表示しております。

　　　２．当社は、平成26年７月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行ってお

ります。１株当たり指標は、当該分割が第18期の期首に行われたと仮定し算定しており

ます。

（３）重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

当社の親会社はシークエッジ インベストメント インターナショナル リ

ミテッドであります。同社は当社株式を16,835,000株（議決権比率

46.36％）を保有しております。
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② 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の議決権比率

（注）１
主要な事業内容

㈱ネクス（注）２
1,212百万円

57.5％

(24.4％)
デ バ イ ス 事 業

㈱ネクス・ソリューションズ

（注）３
300百万円

80.0％

(80.0％)
デ バ イ ス 事 業

㈱ケアオンライン（注）３ 10百万円
100.0％

(100.0％)
デ バ イ ス 事 業

星際富通（福建）網絡科技有限公司 150百万円
100.0％

(100.0％)
デ バ イ ス 事 業

㈱ダイヤモンドエージェンシー

（注）４
407百万円 99.8％ 広 告 代 理 業

㈱シヤンテイ（注）５ 32百万円
100.0％

(100.0％)
広 告 代 理 業

イー・旅ネット・ドット・コム㈱ 373百万円
94.1％

(94.1％)
インターネット旅行事業

㈱ウェブトラベル 80百万円
100.0％

(100.0％)
インターネット旅行事業

㈱フィスコIR（注）６ 50百万円 85.7％ 情 報 サ ー ビ ス 事 業

FISCO International Limited
25,000千

香港ドル
100.0％

情 報 サ ー ビ ス 事 業

コンサルティング事業

星際富溢（福建）信息諮詢有限公司
5,039千

人民元

100.0％

(100.0％)

情 報 サ ー ビ ス 事 業

コンサルティング事業

㈱フィスコ・キャピタル 33百万円 100.0％ コンサルティング事業

㈱バーサタイル 95百万円 93.7％ コンサルティング事業

(注）１．当社の議決権比率の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

２．㈱ネクスは当連結会計年度において第三者割当による増資等を実施いたしました。

３．㈱ネクス・ソリューションズ及び㈱ケアオンラインは、重要性が増したことによ

り、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。なお、㈱ケアオンライン

は、平成27年１月に㈱ケア・ダイナミクスに商号変更しております。

４．㈱ダイヤモンドエージェンシーは、平成27年２月に㈱フィスコダイヤモンドエージ

ェンシーに商号変更しております。

５．㈱ダイヤモンドエージェンシーが、平成26年12月に㈱シヤンテイの株式を取得した

ことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

６．当社は、平成26年７月に㈱ジェネラルソリューションズを株式取得により連結子会

社としました。平成26年12月に同じく当社の連結子会社である㈱デイアンドジョ

インと合併し、㈱フィスコIRと商号変更しております。
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（４）対処すべき課題

  当社グループは、経営方針に基づく経営戦略の実践において、株主の皆様

のご期待にお応えし、友好かつ継続的な関係を維持していただくためには、

健全な財務体質強化と持続的な成長拡大が必要であると認識しております。

　そのため、下記の対処すべき課題を掲げ、その対応に取り組んでまいりま

す。

① コンテンツ制作体制の増強・整備と品質管理体制の強化

　　  当社グループは、既存事業の中核である情報サービス事業におけるコンテ

ンツの品質を高めるため、オペレーションの最適化を進めております。

  すべてのコンテンツ作業を戦略的に分析し、コンテンツの属性に応じて作

業を標準化する一方、個性を生かす作業時間を増加させ、迅速性・正確性の

確保と同時に高付加価値を追求するリソース配分を進め、コンテンツ制作か

ら情報配信までを一元管理できる体制を構築しております。

　　　今後も更なるオペレーションの最適化及びコンテンツ制作の多極化に取り

組んでまいります。また、より専門化、より多様化する商品を開発するため、

持続的なアナリスト教育とスタッフ個々のレベルアップに取り組んでまいり

ます。

② 販売・マーケティング体制の強化

      個人投資家、機関投資家、金融法人及び事業法人等の様々なニーズに即応

するサービスの開発提供及び高付加価値化のために、主に金融機関向の営業

を担当する営業開発部と事業法人向のサービス提供を目的とした法人営業部

を中核に営業活動を展開しております。ますます激動する株式市場及び為替

市場を中心としたマーケット・プレイヤーの多様化するニーズに応えるサー

ビスを提供できるよう顧客サービスの強化に取り組んでまいります。

③ ウェブサイト及びスマートフォンアプリ運営の拡充

      無料スマートフォンアプリ『FISCO』及び有料課金サイト「クラブフィス

コ」においては、定性情報とともに定量情報を横断的に提供しておりますが、

特に個別銘柄に関してのデータベースの構築、インターフェイス改良及びデ

ータ処理速度の向上、システムトラブルの対応等に経営資源を継続的・計画

的に投下してまいります。

－ 13 －
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④ システムの強化、バックアップシステムの拡充

      コンテンツ供給の多様化、個人顧客をはじめとする供給先の増加、社内情

報ネットワークの複雑化、今日的にますます重要となったコンプライアンス

上の要請などにより、社内インフラをはじめとするシステムの強化と災害等

に対応したバックアップ体制の強化を図っております。今後もこのような内

外の体制を厳格に維持する必要があるため重点的に資本投下を継続してまい

ります。

⑤ コンテンツ配信における最新テクノロジーの適正な評価

    　当社グループのコンテンツ販売にシステム開発や維持は欠かせないもので

すが、テクノロジーの進化が思わぬ陳腐化や競争力低下を引き起こす可能性

があります。当社グループでは、いたずらに新技術を追い求めるのではなく、

俯瞰的にこれをとらえ、適時適切に最新テクノロジーを評価した上で設備投

資計画を策定、実行すべきと考えております。

⑥ 中国・アセアンへの新規事業展開

      当社グループは、当社及び株式会社ネクスの在外子会社が中国での事業展

開を進めております。今後は、他のアジア諸国においても、情報サービス事

業、デバイス事業を中心に事業の拡大を進めてまいります。

⑦ 連結子会社とのシナジー効果の追求

      当社グループは、それぞれの事業の特性や強みを活かし、グループ全体の

最適化を進めることが重要な課題であると認識しております。今後、さらに

顧客に付加価値の高いサービスの提供を可能とするため、グループ全体での

シナジー効果を追求し企業価値の増進に努めてまいります。

⑧ グループ会社間のサービスの提供

      国内のみならず在外グループ間でのサービスの提供が拡大するにつれ、そ

の代価の決定に、より客観的な根拠が必要となっております。このため、き

め細かなコスト計算を図るとともに第三者価格などの情報を入手し、合理的

な算定根拠を明示して、厳格な承認手続きのもとにグループ間の取引を進め

てまいります。

－ 14 －
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    ⑨ チャイニーズウォールの拡充

      海外子会社の設立や重要な連結子会社の増加に伴い、当社のみならず連結

子会社にも内部監査体制を充実させ、フロントランニング行為や利益相反を

起こす可能性のあるリスクに備えて組織的な内部監査体制のもとにチャイニ

ーズウォールを拡充する必要があります。

⑩ 関係会社の適時適切な計数管理

      海外子会社を含め、連結計算書類作成のための各子会社の適時適切な会計

記録の作成と予算管理が課題となっており、月次報告を基礎とする定期的な

計数管理の精度を高めるために当社及び各子会社の連携を強化してまいりま

す。

⑪ 全社的な課題

      内部統制の運用及びその評価については取締役による検証のほか、一定の

計画に従った定期的な内部監査や外部専門家によるチェックを実施しており、

継続的に有効な管理体制を維持しております。直近の課題として国際会計基

準導入を視野に、全社統制、決算・財務報告プロセスにおける統制及びIT全

般統制を整備してまいります。

－ 15 －
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（５）主要な事業内容（平成26年12月31日現在）

セ グ メ ン ト 事 業 内 容 担当企業

情報サービス事業

法人又は個人向の情報の提供 ㈱フィスコ

㈱フィスコIR

FISCO International
Limited

星際富溢（福建）信息
諮詢有限公司

(主な配信媒体と主たる情報利用者)
リアルタイム配信 金融機関

インターネット オンライン証券会社

オンライン外国為替

業者

金融・その他のポー

タルサイト

アウトソーシング 金融事業法人

企業調査レポート 一般投資家
アニュアルレポート
等のIR制作物

一般投資家

クラブフィスコ、ラ
クープラス及びフィ
スコ マーケット マ
スターズ

一般投資家

携帯端末

スマートフォン
アプリ『FISCO』

一般投資家

デバイス事業

各種無線方式を適用した通信機器の開発、販売

PLCモデムの開発、販売

上記にかかわるシステムソリューション提供

及び保守サービスの提供

システム開発

クラウドサービス

介護事業所向けASPサービス

中国におけるモバイル通信機器関連商品の仕

入及び販売

㈱ネクス

㈱ネクス・ソリューシ

ョンズ

㈱ケアオンライン

(注)１

星際富通（福建）網絡
科技有限公司

インターネット
旅行事業

旅行関連商品のe-マーケットプレイス運営

法人及び個人向旅行代理業務

旅行見積りサービス

コンシェルジュ・サービス

イー・旅ネット・ドッ

ト・コム㈱

㈱ウェブトラベル

－ 16 －
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セ グ メ ン ト 事 業 内 容 担当企業

広告代理業

広告代理業務

広告出版物の企画、編集、制作並びに発行

販売促進物、ノベルティの製造販売

㈱ダイヤモンドエージ

ェンシー(注)２

㈱シヤンテイ

コンサルティング
事業

IR支援、資本政策、財務戦略、事業戦略、

リクルート支援業務等の各種コンサルテ

ィング業務

ファンドの組成及び管理業務

㈱フィスコ

㈱フィスコ・キャピタル

㈱バーサタイル

FISCO International
Limited
星際富溢（福建）信息
諮詢有限公司

（注）１．㈱ケアオンラインは、平成27年１月19日付で商号を㈱ケア・ダイナミクスに変更して

おります。

　　　２．㈱ダイヤモンドエージェンシーは、平成27年２月12日付で商号を㈱フィスコダイヤモ

ンドエージェンシーに変更しております。
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（６）主要な営業所（平成26年12月31日現在）

当 社
本社：東京都港区
（登記上の本店：大阪府岸和田市）

株 式 会 社 ネ ク ス
花巻本社：岩手県花巻市

東京本社：東京都港区

株式会社ネクス・ソリューションズ

東京本社：東京都港区

関東事業部：東京都港区

中部事業部：名古屋市中区

関西事業部：大阪市西区

九州事業部：福岡市博多区

株 式 会 社 フ ィ ス コ I R
本社：東京都港区

（登記上の本店：大阪府岸和田市）

イー・旅ネット・ドット・コム株式会社
本社：東京都港区
（登記上の本店：大阪府岸和田市）

（７）使用人の状況（平成26年12月31日現在）

　① 当社グループの使用人数

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

情 報 サ ー ビ ス 事 業 61（7）名 ＋6（＋4）名

コンサルティング事業 7（1）名 △2（0）名

インターネット旅行事業 12（0）名 △2（0）名

デ バ イ ス 事 業 204（4）名 ＋161（＋4）名

広 告 代 理 業 7（0）名 ＋2（△1）名

全 社 （ 共 通 ） 53（0）名 ＋26（0）名

合 計 344（12）名 ＋191（＋7）名

 (注) 使用人数は就業員数であり、契約社員及び臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員を含みます。）については、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載してお

ります。なお、前連結会計年度と比べて、当連結会計年度において使用人数が191名増加

しておりますが、これは主に㈱ネクス・ソリューションズ等を連結の範囲に含めたことに

より、デバイス事業において161名増加したことによるものであります。
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　② 当社の使用人数

区分 使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

合　　計 34（2）名 △2(△1)名 43.2歳 5.2年

 (注) 使用人数は就業員数であり、契約社員及び臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員を含みます。）については、最近１年間の平均人員を（　）外数で記載してお

ります。

（８）主要な借入先の状況（平成26年12月31日現在）

借　入　先 借　入　金　残　高

株 式 会 社 千 葉 銀 行 429百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 424百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 254百万円

株 式 会 社 岩 手 銀 行 247百万円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 245百万円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 195百万円

（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成26年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 100,000,000株

　　（注）平成26年５月14日開催の取締役会決議により、平成26年７月１日付で株式分割を行っ

たことに伴い、発行可能株式総数は80,000,000株増加しております。

(2) 発行済株式の総数 36,847,500株

　　（注）平成26年７月１日付で株式分割を行ったこと及びストック・オプションの権利行使に

伴い、発行済株式の総数は29,478,000株増加しております。

(3) 株主数 6,551名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

シークエッジ インベストメント インターナシ
ョナル リミテッド

16,835,000株 46.36%

株式会社サンジ・インターナショナル 788,000株 2.17%

株式会社ＳＢＩ証券 672,900株 1.85%

ＡＳＡＤＡ株式会社 619,500株 1.71%

トムソン ロイター（マーケッツ）エス エイ 550,000株 1.51%

日本証券金融株式会社 535,000株 1.47%

株式会社ケーエスピーホールディングス 500,000株 1.38%

バンク オブ イースト エイジア (ノミニー
ズ）リミテッド

357,500株 0.98%

荒川　忠秀 318,000株 0.88%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

315,000株 0.87%

（注）１．持株比率は自己株式（532,000株）を控除して計算しております。

２．持株比率は、小数点第３位以下を四捨五入して表示しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況

（平成26年12月31日現在）

① 平成22年11月30日開催の臨時株主総会決議に基づき発行した新株予約権

平成23年 第１回新株予約権

発行決議日 平成23年２月14日

新株予約権の数
　　　　　　　　　　   1,134個

　 （新株予約権１個につき500株）

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式　　　　　　 567,000株

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い込みは要し

ない。

新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額

新株予約権１個当たり  33,500円

　　　　　 （１株当たり   67円）

権利行使期間
平成25年２月15日から

平成28年２月14日まで

行使の条件 （注）

役

員

の

保

有

状

況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　   1,134個

目的となる株式数 　  567,000株

保有者数　　　　　　　 　 ２人

社外取締役

新株予約権の数　　　　  　－個

目的となる株式数　　 　   －株

保有者数　　　　　　　　  ０人

監査役

新株予約権の数　　　　    －個

目的となる株式数　　      －株

保有者数　　　　　 　　　 ０人

（注）新株予約権者のうち、当社及び当社関係会社の取締役及び従業員は、新株予約権行

使時においても当社又は当社関係会社の役職員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了又は定年退職による場合及び当社取締役会が特例として認めた場合を除く。
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② 平成23年９月16日開催の臨時株主総会決議に基づき発行した新株予約権

平成24年 第３回新株予約権

発行決議日 平成24年８月６日

新株予約権の数
　　　　　　　　　　    3,928個

    （新株予約権１個につき500株）

新株予約権の目的となる株式の種類と数 普通株式　　　　　  1,964,000株

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払い込みは要し

ない。

新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額

新株予約権１個当たり   27,000円

　　　　 　  （１株当たり  54円）

権利行使期間
平成26年８月７日から

平成31年８月６日まで

行使の条件 （注）

役

員

の

保

有

状

況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数　　　    2,086個

目的となる株式数　　1,043,000株

保有者数　　　　　　　　   ３人

社外取締役

新株予約権の数　　　　   　－個

目的となる株式数　　 　  　－株

保有者数　　　　　　　　   ０人

監査役

新株予約権の数　　　　     －個

目的となる株式数　　       －株

保有者数　　　　　　　　   ０人

（注）新株予約権者のうち、当社及び当社関係会社の取締役及び従業員は、新株予約権行

使時においても当社又は当社関係会社の役職員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了又は定年退職による場合及び当社取締役会が特例として認めた場合を除く。
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４．会社役員に関する事項

 (1) 取締役及び監査役の氏名等（平成26年12月31日現在）

氏　名 会社における地位
当 社 に お け る 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

狩　野　仁　志 代表取締役社長 法人営業本部長

中　村　孝　也 取　　締　　役 情報配信サービス事業本部長兼営業開発部長

松　崎　祐　之 取　　締　　役 管理本部長

深　見　　　修 取　　締　　役 経営戦略本部長

八　木　隆　二 取　　締　　役 アドバイザリー事業部長

佐　藤　元　紀 取　　締　　役 法人営業部長

後　藤　克　彦 取　　締　　役
株式会社日経リサーチ客員
大和小田急建設株式会社社外監査役

吉　元　麻衣子 常 勤 監 査 役 株式会社シークエッジ・インベストメント取締役

田　野　好　彦 監 査 役

加治佐　敦　智 監 査 役 加治佐会計事務所所長

（注）１．取締役 後藤 克彦氏は社外取締役であります。

２．監査役 吉元 麻衣子氏及び加治佐 敦智氏は社外監査役であります。

３．当社は社外取締役の後藤 克彦氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

４．監査役 加治佐 敦智氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

５．社外取締役以外の取締役の兼職状況は、下記のとおりです。

　狩野　仁志　星際富溢（福建）信息諮詢有限公司董事長

　　　　　　　イー・旅ネット・ドット・コム㈱取締役

　　　　　　　㈱ダイヤモンドエージェンシー取締役

　　　　　　　㈱バーサタイル取締役

　中村　孝也　㈱ダイヤモンドエージェンシー取締役

　　　　　　　㈱ネクス監査役

　　　　　　　㈱バーサタイル監査役
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　松崎　祐之　イー・旅ネット・ドット・コム㈱監査役

　　　　　　　㈱フィスコ・キャピタル監査役

　　　　　　　㈱ネクス監査役

　　　　　　　㈱ダイヤモンドエージェンシー監査役

　　　　　　　㈱ネクス・ソリューションズ監査役

　　　　　　　㈱シヤンテイ監査役

　深見　　修　イー・旅ネット・ドット・コム㈱代表取締役社長

　　　　　　　㈱ネクス取締役

　　　　　　　㈱ネクス・ソリューションズ取締役

　八木　隆二　イー・旅ネット・ドット・コム㈱取締役

　　　　　　　㈱ダイヤモンドエージェンシー取締役

　　　　　　　㈱ネクス取締役

　　　　　　　㈱ネクス・ソリューションズ取締役

　　　　　　　㈱ジェネラルソリューションズ（現　㈱フィスコIR）取締役

　　　　　　　㈱シヤンテイ取締役

　佐藤　元紀　㈱ダイヤモンドエージェンシー取締役

　　　　　　　Care Online㈱（現　㈱ケア・ダイナミクス）取締役

　　　　　　　㈱ジェネラルソリューションズ（現　㈱フィスコIR）代表取締役社長

　　　　　　　㈱シヤンテイ取締役

 (2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

伊　藤　正　雄 平成26年３月27日 任 期 満 了
取締役情報配信サービス事
業本部長兼営業開発部長

下　山　秀　夫 平成26年３月27日 任 期 満 了 社外監査役
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 (3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区　　　　分 支 給 人 員 支 給 額

取 　締　 役

（うち社外取締役分）

８名

（１名）

53百万円

(１百万円)

監　 査　 役

（うち社外監査役分）

４名

（３名）

４百万円

(３百万円)

合　　　　計

（うち社外役員分）

12名

（４名）

57百万円

(５百万円)

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記の員数には、平成26年３月27日開催の第20回定時株主総会終結の時をもって退任

した取締役１名及び社外監査役１名が含まれております。

３．取締役の報酬限度額は、平成25年３月28日開催の第19回定時株主総会において年額200

百万円以内（うち社外取締役分20百万円以内）と決議いただいております。ただし、

報酬限度額には、使用人分給与は含まれておりません。

４．監査役の報酬限度額は、平成25年３月28日開催の第19回定時株主総会において年額40

百万円以内と決議いただいております。

５．上記報酬等の額にはストック・オプションによる報酬額９百万円（取締役３名）が含

まれております。

 (4) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役 後藤 克彦氏は、大和小田急建設株式会社の社外監査役であります。また、同氏

は、株式会社日経リサーチの客員であります。当社と兼職先との間には特別な関係はあ

りません。

・常勤監査役 吉元 麻衣子氏は、株式会社シークエッジ・インベストメントの取締役であ

ります。当社と兼職先との間には特別な関係はありません。

・監査役 加治佐 敦智氏は、加治佐会計事務所の所長であります。当社と兼職先との間に

は特別な関係はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況

出席状況及び発言状況

取締役　後藤　克彦 当事業年度に開催された取締役会14回すべてに出席い

たしました。主に事業運営やグループ企業経営の見地

から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。

監査役　吉元　麻衣子 当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回出席

し、監査役会11回すべてに出席いたしました。経営者

としての幅広い高度な知見と豊富な経験を活かし、取

締役会において、当社の業務体制及び内部監査体制が

適切に機能しているかの観点から発言を行っておりま

す。また、監査役会において、取締役の職務執行につ

いて適宜、必要な発言を行っております。

監査役　加治佐　敦智 平成26年３月27日の就任以降に開催された取締役会10

回すべてに出席し、監査役会８回すべてに出席いたし

ました。税理士としての専門的な見地から、取締役会

において、取締役会の意思決定の適法性を確保するた

めの発言を行っております。また、監査役会におい

て、当社の経理システム並びに内部監査について適

宜、必要な発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役は、会社法第427条第１項及び定款第32条第２項に基づく責任限定契

約を締結しております。また、当社と社外監査役は、会社法第427条第１項及び定款第43

条第２項に基づく責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額

は、金10万円と法令の定める最低限度額とのいずれか高い額となります。
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５．会計監査人に関する事項
（１）監査法人の名称

東光監査法人

（２）報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 12,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

35,000千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容

該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した

場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求に基づいて、会計監査人の

解任又は不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役

会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解

任した旨と解任の理由を報告いたします。

（５）責任限定契約の内容の概要

当社は定款第48条において、｢当会社は、会社法第427条第１項の規定により、会計監査

人との間に､任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができ

る。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額とする｣としており、東

光監査法人との監査契約中に責任限定の条項を配しております。当該契約に基づく損害賠

償額は、監査報酬の合計額に二を乗じて得た額をもって限度としております。
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６．業務の適正を確保するための体制
当社は｢内部統制システムの整備に関する基本方針｣に基づき、フローチャート、システム記述

書及びリスク・コントロール・マトリクスを作成し、実情に即した適正な内部統制制度の整備と

その運用をはかってまいりました。さらに今後も、より効率的な体制とするための改善に継続的

に努めてまいります。

内部統制システムの整備に関する基本方針の要約は、下記のとおりです。

１）取締役ならびに使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　① 「企業行動憲章」を確立し、法令及び定款等遵守の周知徹底をはかる。

　② コンプライアンス委員会により運用状況と問題点を把握し、その結果を取締役会に報告す

る。

　③ 社内教育及び指導の徹底をはかり、定期的にその実施状況を取締役会に報告する。

　④ 「内部通報」に関する規程を設け、法令または定款等に抵触する行為の早期発見と解消、改

善に努める。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存・管理に関する体制

　    代表取締役は、取締役会議事録、株主総会議事録及び経営会議議事録等の保存及び管理を

統轄し、取締役及び監査役は、社内規程に従い、これらの記録を常時閲覧できるものとする。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　① 取締役会でリスクを取りまとめる。

　② リスクについては、対応すべき課題を明確にする。

　③ 個別部門のリスクと全社的または横断的リスクは、取締役及び監査役に報告し、問題点の早

期発見と解消、改善に努める。

　④ 内部監査人は、各取締役及び執行役員のリスク管理状況を監視し、重要な問題点について監

査役との協議を経て、代表取締役に報告する。

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　① 取締役会は、経営計画を策定し、代表取締役は、その具体的業務活動を統轄する。

　② 取締役会は、経営の意思決定、職務執行の監督管理状況の把握を行う。

　③ 取締役会の機能を強化し、コーポレートガバナンスを徹底するために、経営会議を週１回開

催し、経営情報の共有化、意思決定の経路の確認をはかる。

　④ 社内規程の運用の徹底により、日常業務の効率化をはかる。

－ 28 －
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５）当社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　① 取締役は「関係会社管理規程」に基づき、企業集団の運用状況の把握を定期的に行い、取締

役会に定期的に報告する。

　② 内部監査人は、企業集団の内部監査を実施し、その結果を代表取締役に報告する。

　③ 監査役は、企業集団の監査を実施し、その結果を取締役会に報告する。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、当社はこれに対応し、監

査役の同意を得て、当該使用人を選定し、使用人は監査役の命令に従い、職務を遂行する。

７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

　① 監査役は取締役会及び経営会議をはじめ重要と思われる会議に出席し、審議事項に関して必

要があるとき、または求めに応じて意見を述べることができる。

　② 取締役及び執行役員は、会議等に監査役が出席していない場合、速やかに監査役に報告す

る。

８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　① 監査役は監査が実効的に行われることを確保するため、代表取締役、取締役その他経営の重

要な執行を担う者との意見交換を定期的に行う。また、その機会を確保するように代表取締

役はその体制を整備する。

　② 社外監査役に法律、会計等の専門家を起用できる体制を確保するとともに、監査役が外部の

弁護士、公認会計士に直接相談する機会を確保する。

　③ 監査役と会計監査人の情報交換の機会を確保する。

　④ 監査役から役職員に対し、証憑書類の提出をいかなるときでも実施できる体制を確保する。

－ 29 －

業務の適正を確保するための体制
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７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する安定かつ継続的な利益還元を経営における最重要課題のひとつと

して認識しております。そのため、市場環境に順応する柔軟かつ強固な経営基盤を確立し、既存

事業の拡充とともに内部留保による資源をもとに成長分野への参入を進め、収益性を高めてまい

ります。

当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり３円とさせていただく予定です。

８．会社の支配に関する基本方針
当社は、｢最良の投資支援サービスを提供するプロフェッショナル集団｣として今後も持続的に

企業価値を向上させていくためには、当社のすべての役職員が、高いプロフェッショナル意識を

持ち続けることが必要と考えております。そしてこの高い意識こそ、株主の皆様をはじめ利害関

係者との信頼関係を維持できる何よりのものと認識しております。

当社は、東京証券取引所JASDAQ市場に上場していることから、支配を目的とした大量買付けを

受ける可能性は否定できません。しかしながら、公開企業としては、たとえ支配権が移転するこ

とになっても、個々の役職員が高いプロフェッショナル意識を持ち続け、更なる研鑽に励むこと

ができ得れば、それが企業価値を高め、株主利益につながるものであると考えます。

そこで、そのようなときに株主の皆様にその買付けの是非をご判断いただけるように、つねに

当社株式の取引状況を注視して、買付け先の属性を把握し、買付け目的の真意を明確にできるよ

うな情報収集に努めてまいります。

当社は、大株主との関係が良好であり、いまのところ敵対的買収に対しての具体的な取り組み

は行っておりませんが、内外の判例やケーススタディ、関連法令など最新情報の収集を重ね、株

主の皆様の利益を守るための迅速な経営判断ができるように準備をしてまいります。

－ 30 －
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連　結　貸　借　対　照　表
（平成26年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料

未 収 入 金

前 渡 金

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,741,367

5,173,461

968,587

43,006

501,944

3,086

81,916

631,338

192,319

73,921

73,523

△1,739

2,874,019

808,209

157,762

115,449

478,909

8,181

47,906

1,498,145

1,426,585

60,513

11,045

567,664

297,229

236,283

5,019

6,511

38,245

△15,625

流 動 負 債 3,171,922

支払手形及び買掛金 195,997

1年内償還予定の社債 536,000

短 期 借 入 金 169,371

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

660,280

前 受 金 817,772

未 払 法 人 税 等 68,979

預 り 金 157,451

資 産 除 去 債 務 18,981

繰 延 税 金 負 債 1,750

製 品 保 証 引 当 金 90,000

賞 与 引 当 金 24,206

役員退職慰労引当金 29,000

そ の 他 402,132

固 定 負 債 2,553,431

長 期 借 入 金 1,733,020

長 期 預 り 保 証 金 15,440

転 換 社 債 型
新 株 予 約 権 付 社 債

615,000

退職給付に係る負債 57,071

繰 延 税 金 負 債 57,909

そ の 他 74,989

負 債 合 計 5,725,353

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,144,823

資 本 金 1,210,579

資 本 剰 余 金 746,821

利 益 剰 余 金 1,224,097

自 己 株 式 △36,675

その他の包括利益累計額 44,267

その他有価証券評価差額金 12,287

為替換算調整勘定 31,980

新 株 予 約 権 53,170

少 数 株 主 持 分 1,647,772

純 資 産 合 計 4,890,033

資 産 合 計 10,615,386 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,615,386

－ 31 －
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連　結　損　益　計　算　書

（ 自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金　　　額

売 上 高 8,430,899

売 上 原 価 6,299,073

売 上 総 利 益 2,131,825

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,807,938

営 業 利 益 323,887

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,937

為 替 差 益 634,295

そ の 他 24,656 662,889

営 業 外 費 用

支 払 利 息 47,150

寄 付 金 11,500

そ の 他 25,021 83,671

経 常 利 益 903,105

特 別 利 益

持 分 変 動 利 益 35,047

期 日 前 返 済 益 20,231

負 の の れ ん 発 生 益 140,517

そ の 他 4,470 200,267

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 485

固 定 資 産 除 却 損 5,845

投 資 有 価 証 券 評 価 損 11,641

そ の 他 4,280 22,252

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,081,119

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 91,190

法 人 税 等 調 整 額 △8,543 82,647

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 998,472

少 数 株 主 利 益 268,328

当 期 純 利 益 730,144

－ 32 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

（ 自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日 ）

(単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式
株主資本

合計

当期首残高 1,208,429 855,341 493,953 △126,708 2,431,015

当期変動額

剰余金（その他資本剰余

金）の配当
△118,959 △118,959

新株の発行

 （新株予約権の行使）
2,150 2,150

当期純利益 730,144 730,144

自己株式の処分 10,439 90,033 100,472

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 2,150 △108,519 730,144 90,033 713,808

当期末残高 1,210,579 746,821 1,224,097 △36,675 3,144,823

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価

証券評価

差額金

為替換算

調整勘定

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 16,912 15,279 32,191 61,408 1,216,427 3,741,042

当期変動額

剰余金（その他資本剰余

金）の配当
△118,959

新株の発行

 （新株予約権の行使）
2,150

当期純利益 730,144

自己株式の処分 100,472

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△4,625 16,700 12,075 △8,237 431,344 435,182

当期変動額合計 △4,625 16,700 12,075 △8,237 431,344 1,148,990

当期末残高 12,287 31,980 44,267 53,170 1,647,772 4,890,033

－ 33 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（平成26年12月31日現在） (単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

443,460

176,112

101,564

10,695

65,000

2,511

87,812

△235

3,450,068

26,933

2,004

24,929

4,394

3,060

1,333

3,418,741

2,761,409

600,000

49,510

11,509

△3,687

流 動 負 債 1,368,997

買 掛 金 4,730

短 期 借 入 金 50,000

１ 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

194,153

関係会社短期借入金 1,000,000

未 払 金 67,896

そ の 他 52,217

固 定 負 債 504,940

長 期 借 入 金 490,846

そ の 他 14,094

負 債 合 計 1,873,938

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,967,278

資 本 金 1,210,579

資 本 剰 余 金 746,821

その他資本剰余金 746,821

利 益 剰 余 金 46,553

その他利益剰余金 46,553

繰越利益剰余金 46,533

自 己 株 式 △36,675

新 株 予 約 権 52,312

純 資 産 合 計 2,019,591

資 産 合 計 3,893,529 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,893,529

－ 34 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（ 自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日 ）

（単位：千円）

科 目 金　　　額

売 上 高 716,903

売 上 原 価 151,556

売 上 総 利 益 565,347

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 503,877

営 業 利 益 61,469

営 業 外 収 益 4,812

営 業 外 費 用 42,031

経 常 利 益 24,250

特 別 利 益

期 日 前 返 済 益 20,231

企 業 結 合 に お け る 交 換 利 益 33,317 53,549

特 別 損 失 1,719

税 引 前 当 期 純 利 益 76,079

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △3,518

法 人 税 等 調 整 額 △2,511

当 期 純 利 益 82,110

－ 35 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（ 自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日 ）

(単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

そ の 他

資 本 剰 余 金
資本剰余金合計

そ の 他

利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

繰 越 利 益

剰 余 金

当期首残高 1,208,429 855,341 855,341 △35,556 △35,556

当期変動額

剰余金(その他資本剰余

金）の配当
△118,959 △118,959

当期純利益 82,110 82,110

新株の発行

（新株予約権の行使）
2,150

自己株式の処分 10,439 10,439

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 2,150 △108,519 △108,519 82,110 82,110

当期末残高 1,210,579 746,821 746,821 46,553 46,553

株　主　資　本

新株予約権 純資産合計
自己株式

株 主 資 本

合計

当期首残高 △126,708 1,901,505 61,408 1,962,913

当期変動額

剰余金(その他資本剰余

金）の配当
△118,959 △118,959

当期純利益 82,110 82,110

新株の発行

（新株予約権の行使）
2,150 2,150

自己株式の処分 90,033 100,472 100,472

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
△9,096 △9,096

当期変動額合計 90,033 65,773 △9,096 56,677

当期末残高 △36,675 1,967,278 52,312 2,019,591

－ 36 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年２月20日

株式会社フィスコ

取締役会　御中

東光監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 外 山 卓 夫 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 田 博 行 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フィスコの
平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。
　監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

－ 37 －
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フィスコ及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
　1.重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、連結子会社は、

平成27年１月26日開催の取締役会において、平成27年４月１日を効力発
生日として新設分割を行い持株会社体制へ移行することを決議した。

　2.重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は連結子会
社発行の第３回転換社債型新株予約権付社債及び第４回転換社債型新株
予約権付社債の新株予約権を全て権利行使した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 38 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年２月20日

株式会社フィスコ

取締役会　御中

東光監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 外 山 卓 夫 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 髙 田 博 行 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フィ
スコの平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第21期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明をするためのものではないが、当監査法人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計
算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。
　また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。

－ 39 －
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は子会社発行
の第３回転換社債型新株予約権付社債及び第４回転換社債型新株予約権付社
債の新株予約権を全て権利行使した。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 40 －
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年１月１日から平成26年12月31日までの第21期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社において業務及び財産の状況を調査いたしました。
　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告
及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。

－ 41 －
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び
取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東光監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人東光監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め
ます。

平成27年２月23日

株 式 会 社 フ ィ ス コ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役
(社外監査役) 吉　元　麻衣子 

監 査 役 田 野 好 彦 

社 外 監 査 役 加治佐  敦　智 

以　上

－ 42 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　　当社は、グループシナジーを追求することにより経営効率化を図るとともに

成長戦略の推進により収益力の向上を実現して、安定的な配当を継続したいと

考えております。

　　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び企業体質の強化、今後の事

業展開等を勘案し、その他資本剰余金を原資として、以下のとおり実施いたし

たいと存じます。

　　(1) 配当財産の種類

　　　　金銭といたします。

　　(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　　当社普通株式１株につき、金３円　総額108,946,500円

　　(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　　　　平成27年３月27日

－ 43 －
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第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役 狩野 仁志、中村 孝也、松崎 祐之、深見 修、八木 隆二、佐藤 元紀、

後藤 克彦の７氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１
かの

狩
う

野
ひと

仁
し

志
（昭和34年５月27日生）

昭和57年４月　安田信託銀行株式会社（現みずほ

信託銀行株式会社）入行

平成５年２月　Bayerische Landesbank

　　　　　　　東京支店入行

平成16年９月　ABN AMRO銀行東京支店入行

平成17年11月　株式会社東京スター銀行入行

平成22年３月　当社代表取締役社長就任(現任)

平成22年５月　FISCO International Limited 

Director就任

平成22年６月　星際富溢（福建）信息諮詢有限公

司董事長就任（現任）

平成23年１月　中金在線有限公司董事就任

平成23年３月　株式会社フィスコ・キャピタル代

表取締役社長就任

平成23年10月　イー・旅ネット・ドット・コム株

式会社取締役就任（現任）

平成24年９月　株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー取締役就任（現任）

平成25年５月　株式会社バーサタイル取締役就

任（現任）

平成25年11月　株式会社デイアンドジョイン取

締役就任

平成26年８月　当社法人営業本部長（現任）

290,500株

－ 44 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

２
なか

中
むら

村
たか

孝
や

也
(昭和49年９月５日生)

平成10年４月　日興證券株式会社（現　SMBC日興

証券株式会社）入社

平成12年１月　当社入社

平成18年１月　株式会社カブ知恵取締役就任

平成19年４月　当社入社

平成19年９月　株式会社フィスコプレイス取締

役就任

平成22年８月　同社代表取締役就任

平成23年10月　当社情報配信部部長

平成24年３月　当社コンサルティング事業本部

長兼情報配信部編集担当部長

平成24年３月　当社取締役就任（現任）

平成24年９月　株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー取締役就任（現任）

平成24年10月　株式会社ネクス監査役就任（現

任）

平成25年５月　株式会社バーサタイル監査役就

任（現任）

平成26年８月　当社情報配信サービス事業本部

長兼営業開発部長（現任）

194,500株

３
まつ

松
ざき

崎
ひろ

祐
ゆき

之
(昭和51年２月25日生)

平成15年２月　株式会社シークエッジ（現　株式

会社シークエッジ・インベストメ

ント）入社

平成21年４月　同社取締役就任

平成23年４月　同社代表取締役就任

平成24年３月　当社常勤監査役就任

平成24年３月　イー・旅ネット・ドット・コム株

式会社監査役就任（現任）

平成24年５月　株式会社フィスコ・キャピタル監

査役就任（現任）

平成24年５月　株式会社ネクス監査役就任（現

任）

平成24年９月　株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー監査役就任（現任）

平成25年３月　当社取締役管理部長就任

平成25年11月　株式会社デイアンドジョイン監

査役就任

平成25年12月　株式会社ネクス・ソリューション

ズ監査役就任（現任）

平成26年８月　当社取締役管理本部長（現任）

平成26年12月　株式会社シヤンテイ監査役就任

（現任）

－株

－ 45 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

４
ふか

深
み

見
 

　
おさむ

修
(昭和47年３月17日生)

平成23年３月　当社経営戦略本部長（現任）

平成23年10月　イー・旅ネット・ドット・コム株

式会社代表取締役社長就任

平成24年10月　株式会社ネクス取締役就任（現

任）

平成25年２月　イー・旅ネット・ドット・コム株

式会社取締役会長就任

平成25年３月　当社取締役就任（現任）

平成25年12月　株式会社ネクス・ソリューション

ズ取締役就任（現任）

平成26年11月　イー・旅ネット・ドット・コム株

式会社代表取締役社長就任（現

任）

－株

５
や

八
ぎ

木
りゅう

隆
じ

二
(昭和44年11月28日生)

平成22年３月　当社入社

平成23年10月　イー・旅ネット・ドット・コム株

式会社取締役就任（現任）

平成24年３月　当社アドバイザリー事業部長（現

任）

平成24年９月　株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー取締役就任（現任）

平成25年２月　株式会社ネクス取締役就任（現

任）

平成25年３月　当社取締役就任（現任）

平成25年11月　株式会社デイアンドジョイン取

締役就任

平成25年12月　株式会社ネクス・ソリューション

ズ取締役就任（現任）

平成26年８月　株式会社ジェネラルソリューシ

ョンズ（現　株式会社フィスコ

IR）取締役就任（現任）

平成26年12月　株式会社シヤンテイ取締役就任

（現任）

－株

－ 46 －

取締役選任議案



2015/02/26 9:04:15 / 14054849_株式会社フィスコ_招集通知

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

６
さ

佐
とう

藤
もと

元
き

紀
(昭和48年５月４日生)

平成16年10月　株式会社コレクターズ・インク

（現　株式会社バーサタイル）取

締役就任

平成17年１月　同社代表取締役就任

平成24年９月　株式会社ダイヤモンドエージェ

ンシー取締役就任（現任）

平成26年３月　当社取締役就任（現任）

平成26年３月　当社企業調査レポート部部長

平成26年５月　Care Online株式会社（現　株式

会社ケア・ダイナミクス）取締役

就任（現任）

平成26年７月　株式会社ジェネラルソリューシ

ョンズ（現　株式会社フィスコ

IR）代表取締役社長就任（現任）

平成26年８月　当社法人営業部長（現任）

平成26年12月　株式会社シヤンテイ取締役就任

（現任）

－株

７
ご

後
とう

藤
かつ

克
ひこ

彦
(昭和18年10月30日生)

昭和54年11月　株式会社マーケティング・オペレ

ーション・センター（現 株式会

社日経リサーチ）代表取締役就任

平成16年３月　同社代表取締役会長就任

平成18年３月　同社特別顧問

平成20年３月　同社客員（現任）

平成22年７月　当社顧問

平成23年３月　当社取締役就任（現任）

平成23年６月　大和小田急建設株式会社社外監

査役就任（現任）

（重要な兼職の状況）

　大和小田急建設株式会社社外監査役

　株式会社日経リサーチ客員

－株

－ 47 －

取締役選任議案
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．後藤 克彦氏は、社外取締役候補者であります。

３．後藤 克彦氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって４年となります。なお、当社は同氏を東京証券取引所に

対し、独立役員として届け出ております。

４．後藤 克彦氏は、株式会社日経リサーチでの経営経験をもとに、情報サービス業におけ

る豊富な経験と高い専門性を有していることから、経営管理、企業ブランド・マーケ

ティング等に大所高所からの有益な助言と独立した立場からの監督に大きな役割を果

たしていただいており、社外取締役候補者といたしました。

５．後藤 克彦氏は、当社と会社法第427条第１項及び定款第32条第２項に基づく責任限定

契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金10万円と法令の定める

最低限度額とのいずれかの高い額であります。同氏が再選され、社外取締役に就任し

たときは、当社は同氏との間に上記責任限定契約を継続する予定であります。

－ 48 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役１名選任の件

　監査役　田野　好彦氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。なお、本議案
に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株
式 の 数

※
もり

森
はな

花
たつ

立
お

夫
(昭和41年11月26日生)

昭和60年４月　郵政省入省　特定郵便局勤務

昭和63年７月　郵政省退職

平成２年11月　菊之井会計事務所入所

平成４年５月　菊之井会計事務所退所

平成４年５月　太田昭和監査法人入社

平成９年６月　太田昭和監査法人退社

平成９年６月　森花立夫税理士事務所設立　所長就任

（現任）

（重要な兼職の状況）

　森花立夫税理士事務所所長

－株

　※　新任の監査役候補者であります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．森花 立夫氏は、社外監査役候補者であります。

３．森花 立夫氏は、会社経営に関与された経験はありませんが、税理士としての専門的知

見並びに企業会計及び税務に関する豊富な知見を有しており、社外監査役として経営

の監視や適切な助言をいただけると判断し、選任をお願いするものであります。

４．森花 立夫氏が選任され、社外監査役に就任した場合には、当社と会社法第427条第１

項及び定款第43条第２項に基づく責任限定契約を締結する予定であります。当該契約

に基づく賠償責任限度額は、金10万円と法令の定める最低限度額とのいずれかの高い

額であります。

－ 49 －

監査役選任議案
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役の選任を
お願いするものであります。
　なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取
締役会の決議によりその選任の効力を取り消すことができるものとさせていただ
きます。
　また、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株
式 の 数

た

田
の

野
よし

好
ひこ

彦
(昭和22年10月22日生)

平成11年１月　経営コンサルタント開業（現在に至る）

平成12年１月　有限会社IPJコンサルティング（現株式会

社アイポック）取締役社長就任

平成14年６月　株式会社アパレルウェブ取締役就任

平成19年３月　当社取締役就任

平成23年３月　当社監査役就任(現任）

－株

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 50 －

補欠監査役選任議案



2015/02/26 9:04:15 / 14054849_株式会社フィスコ_招集通知

第５号議案　ストック・オプションとしての新株予約権を発行する件

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の取

締役及び従業員に対し、特に有利な条件によりストック・オプションとして新株

予約権を割り当てること及び当該新株予約権の募集事項の決定を当社取締役会に

委任することにつき、ご承認をお願いするものであります。

　また、本議案は会社法第361条の規定に基づき、当社取締役に対するストック・

オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及び具体的な内容につき、併

せてご承認をお願いするものであります。

　なお、現在の当社取締役の員数は７名（うち社外取締役は１名）でありますが、

第２号議案「取締役７名選任の件」が原案どおり可決されますと、同じく７名（う

ち社外取締役１名）となります。

１．当社及び当社子会社の取締役並びに当社及び当社子会社の従業員に対し特に

有利な条件により新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要とする理

由

　　当社グループの業績向上や企業価値増大に対する意欲や士気を高めるための

インセンティブを与えることを目的としております。

２．当社の取締役に対する報酬等の額

　　　当社取締役に対して割り当てるストック・オプションとしての新株予約権

に関する報酬等の額として年額100百万円（うち社外取締役は15百万円）を上

限として設ける旨の承認をお願いするものであります。

　　　ストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬等の額及び具体的

な内容は、会社業績並びに当社及び当社子会社における業務執行の状況・貢

献度等を基準として決定しております。

　　　当社は、新株予約権が当社の企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高め

ること等を目的として割り当てられるストック・オプションであることから、

その具体的な内容は相当なものであると考えております。

　　　なお、当社取締役の報酬等の額は、平成25年３月28日開催の第19回定時株

主総会において年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と

する旨ご承認いただいておりますが、当該報酬額とは別枠で設定するもので

あります。なお、この取締役の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給

与は含まれておりません。

－ 51 －

ストック・オプション議案
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　３．新株予約権の発行要領

　 (1)　新株予約権の総数

　　　　　1,000個を上限とし、このうち、当社取締役に割り当てる新株予約権の

数の上限は700個（うち社外取締役分は100個）とする。

　 (2)　新株予約権の目的である株式の種類及び数

　　　　　当社普通株式100,000株を上限とし、このうち70,000株（うち社外取締

役分は10,000株）を、当社取締役に割り当てる新株予約権を行使するこ

とにより交付を受けることができる株式数の上限とする。

　　　　　なお、各新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株

式数」という）は当社普通株式100株とする。

　　　　　また、当社が、本総会の決議の日（以下「決議日」という）後、当社

普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により付与

株式数を調整するものとする。

　　　　　調整後付与株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率

　　　　　さらに、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得

ない事由が生じたときは、合理的な範囲で当社は必要と認める株式数の

調整を行うことができる。

　　　　　上記の調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株

予約権に係る付与株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未

満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　 (3)　新株予約権と引き換えに払い込む金額

　　　　　新株予約権と引き換えに金銭の払込みを要しないこととする。

 　(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約

権の行使により交付を受けることのできる株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という）に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じ

た金額とする。

－ 52 －

ストック・オプション議案
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　　　　行使価額は、取締役会の定めるところにより新株予約権を割り当てる日

（以下「割当日」という）の属する月の前月の各日（取引が成立しない日

を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下

「終値」という）の平均値と割当日の終値（当日に終値がない場合は、そ

れに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額に1.05を乗じた金額とし、

１円未満の端数は切り上げる。

　　　　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行

う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式分割・株式併合の比率

　　　　上記のほか、割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う

場合、資本金の減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使価額の

調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範

囲で行使価額の調整を行うことができる。

　 (5)　新株予約権の行使期間

　　　　新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議の日後２年を経過した日

から、当該取締役会決議の日後５年を経過する日まで。

　 (6)　新株予約権の行使の条件

　　　　新株予約権行使時において当社又は当社子会社の役職員の地位にあるこ

とを要する。ただし、任期満了又は定年退職による場合及び当社取締役会

が特例として認めた場合を除く。

　 (7)　新株予約権の取得条項

　　　①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案又は当社が完全子会社とな

る株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき、当社株主総会

で承認されたとき（株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会決議が

なされたとき）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約

権を無償で取得することができる。

　　　②　新株予約権の割当日以降、東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引終値が一度でも権利行使価額の50％（１円未満の端数は切り下

げ）以下となった場合には、当社は、当該新株予約権を無償で取得する

ことができるものとする。その他、必要な事項は当社取締役会において

定めるものとする。

－ 53 －
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　　　③　新株予約権者が、上記（6）に定める条件に該当しなくなった場合に

は、当社は、当社の取締役会の決議により別途定める日において、当該

新株予約権者が保有する新株予約権のすべてを無償で取得することがで

きる。

　 (8)　新株予約権の譲渡制限

　　　　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するもの

とする。

　 (9)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

　　　　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の

額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り上げる。また、新株予約権の行使により株式を発行する場合にお

いて増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から上記の増

加する資本金の額を減じた額とする。

　(10)　端数がある場合の取扱い

　　　　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たな

い端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

　(11)　その他

　　　　その他の新株予約権の募集事項については、別途開催される当社取締役

会の決議において定める。

以上

－ 54 －
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都渋谷区渋谷四丁目４番25号

アイビーホール青学会館　４階「クリノン」

TEL　03－3409－8181

交　通　（地下鉄）

●銀座線・半蔵門線・千代田線「表参道駅」下車

（Ｂ３又はＢ１出口より徒歩約５分）

（都営バス）

●渋谷駅前⇒新橋駅前行き（渋88系統）　「南青山五丁目」下車

（徒歩約３分）

●新橋駅前⇒渋谷駅前行き（渋88系統）　「青山学院前」下車

（徒歩約３分）

（概略図）
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（エスカレーターあり）

○駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場は、ご遠慮ください

ますようお願い申しあげます。

地図




